
平成２９年度群馬県主任介護支援専門員更新研修 受講要件 

１．研修目的 

  主任介護支援専門員に対して、主任介護支援専門員に係る有効期限の更新時に併せて、研修

の受講を課すことにより、継続的な資質向上を図るための定期的な研修受講の機会を確保し、

主任介護支援専門員の役割を果たしていくために必要な能力の保持・向上を図ることを目的と

する。 

２．実施主体 

  群馬県指定研修実施機関 社会福祉法人 群馬県社会福祉協議会 

３．受講対象者 

主任介護支援専門員の役割（多職種との連携、介護支援専門員に対する助言指導、地域包括

ケアシステム構築に向けた地域づくり等）を実践している者で、研修実施機関において内容を

審査し、主任介護支援専門員として実践を持ち、その水準にある者と認め申込時点で次の（１）

から（５）のすべての要件を満たす者（今年度は平成 26 年度までの主任研修修了者に限る。） 

（１）登録地が群馬県で、現に介護支援専門員として従事※１（３頁参照）している者 

（２）８日間の研修及び必要に応じて継続学習やＯＪＴ等の補足的な講習すべてを受講できる者 

（３）研修実施機関が提示するテーマ※２（４頁参照）について、上記、主任介護支援専門員の

役割を実践している例（介護支援専門員に対する指導事例（事例概要・居宅サービス計画

等、および指導経過は必須））を 1 つ提出できる者（自身の担当事例は対象外、指導をすで

に終了した事例は可）  

【注：いわゆる「一人ケアマネ事業所」等やむを得ない事情により指導対象者がいない

場合のみ、自身が行った事例から、「自身が悩んだ事例」又は「誰かに相談したい

と思った事例」を２つ提出（テーマ２つ以上を含む）することにより可とする。】 

（４）行政機関等との連携が円滑に行える者 

（５）次の①～⑤のいずれかの項目に該当する者 

 該当要件 

①   介護支援専門員に係る研修の企画、講師やファシリテーターの経験が計２年度（4月 1日～3月 31 日）

以上かつ５回以上ある者 

 「介護支援専門員に係る研修」とは、法定研修を指し、５年以内（平成２４～２８年度）に経験した実績

による。 

②  地域包括支援センターや職能団体等(＊1)が開催する、法定外の研修等(＊2)に年４回以上(＊3)参加し

た者 

 

＊1「地域包括支援センターや職能団体等」の考え方は以下の通り 

イ 群馬県介護支援専門員協会（県内の地域支部を含む）、日本介護支援専門員協会（ブロック及び県支部

を含む。） 

ロ 群馬県地域包括・在宅介護支援センター協議会、全国地域包括・在宅介護支援センター協議会 

ハ 地域包括支援センター（保険者単位で実施しているもの） 

ニ 行政機関 

ホ 介護支援専門員実務研修受講試験の受験資格の要件の一つとなっている法定資格の職能団体（県医師

会、県看護協会、県介護福祉士会、県社会福祉士会等をさし、県内支部を含む） 

 



＊2「法定外の研修等」とは、「主任介護支援専門員としての資質向上」に関する次の内容により実施され

た研修・講演会・研究大会等をさす。なお、群馬県社協が実施した実務研修実習指導者研修（平成28

年12月6日）は可とする。 

イ 介護支援専門員に対して助言指導を行うために必要なスキルを身につけるための内容 

ロ 医療介護連携や多職種協働など地域包括ケアシステム構築に向けた地域づくりのための内容 

 

 ＊3「年４回以上」とは、平成２４年４月１日以降において、４回以上参加した年度（4月1日～3月31日）が

１回以上あることとする。ただし、複数日に及ぶ研修は、受講日数を回数として数えることも可とする。 

 

●添付書類 

・実施団体が発行する受講証明書、受講料領収書、又は「研修受講日・内容・時間数」が含まれている資料

の写し等、受講を確認できるもの 

 

●対象とならないもの 

・地域ケア会議、個別事例への対応を協議する検討会 

・一法人が主催するもの（社内研修等） 

・業務に従事するにあたり出席が義務付けられているもの（認定調査員研修・県及び市町村が開催する集団

指導等） 

・県からの補助金又は受託により実施する次に掲げる研修【平成29年度は該当なし】 

③  日本ケアマネジメント学会等が開催する研究大会等において、演題発表等の経験がある者 

 日本ケアマネジメント学会又は日本介護支援専門員協会が行う全国大会・ブロック大会も含まれる。ただ

し、５年以内（平成２４～２８年度）の発表抄録の発表者本人であること（共同研究者は認めない） 

●添付書類 参加証・大会冊子の表紙・プログラムや分科会のテーマ・発表抄録の写し 

④  日本ケアマネジメント学会が認定する認定ケアマネージャー 

●添付書類 有効期限内の「認定書」の写し 

⑤  主任介護支援専門員の業務に十分な知識と経験を有する者であり、県が適当と認める者 

ア 「主任介護支援専門員研修修了証明書（地域包括支援センター用）」の交付を受けている者について

は、上記①から④までのいずれかに該当し、かつ地域包括支援センターに現に主任介護支援専門員と

して配置され勤務している者 

●添付書類 主任介護支援専門員研修修了証明書（地域包括支援センター用）の写し、就業証明書 

 

＜次の要件は平成３０年度から導入予定＞ 

イ  ５年以内に群馬県社協が実施した介護支援専門員実務研修の実習指導者研修を受講し、かつ、５年以内に

当該介護支援専門員実務研修の実習指導（１対１＊）を計２年以上にわたり受講者５人以上に行った経験を

有する者                            【平成２９年度は該当者なし】 

＊「１対１」とは、１人の受講者に対し１人の指導者が実習の最初から最後まで指導にあたることをさす。

（１人の指導者が複数の受講者を指導する場合を含む。） 

●添付書類 群馬県社協が交付する介護支援専門員実務研修実習受入証明書の写し 

４．研修内容  

研修は、介護支援専門員に対する自らの指導等の実践を振り返り、特に地域づくりに向けた

課題の把握やその改善・指導の実践に関する分析・評価を行うことを目的に、主任介護支援専

門員として介護支援専門員の指導・支援に関わった実践事例を用いて事例検討を行います。 

受講生の達成状況を踏まえて、必要に応じて更に継続学習やＯＪＴ等の補足的な学習をしてい



ただきます。 

 

５．受講決定の連絡  

受講決定者につきましては、受講申込書の事例等を確認させていただき、主任介護支援専門

員としての水準にあると認められる者に対して、受講決定通知を事業所宛に送付いたします。 

なお、受講決定者は、指定期日までに指導実践事例を提出※３（４頁参照）いただきます。 

６. 問い合わせ先 

 社会福祉法人 群馬県社会福祉協議会 福祉人材課 

   TEL 027-255-6035 FAX 027-255-6040 

 

※１ 「現に介護支援専門員として従事」について 

下記【対象事業所等一覧】の事業所又は施設において受講申込日時点で①又は②のいずれ

かを行っていること。 

① 介護支援専門員として介護サービス計画書の作成を含む一連のケアマネジメントを

行っている。 

② 介護サービス計画書の作成を含む一連のケアマネジメントを行う介護支援専門員に

対して助言指導を日常業務の中で継続的に行っている。 

下記の事業所又は施設で就労していたとしても、単に要介護認定の調査業務のみを行って 

いる場合や利用者やサービス提供事業者との連絡調整のみを補助的に行う等、介護サービス

計画書の作成を行っていない場合、又は介護サービス計画書の作成を行う介護支援専門員に

対して助言指導を日常業務の中で継続的に行っていない場合は、「現に介護支援専門員とし

て従事」に該当しません。 

 

【対象事業所等一覧】 

 

＜介護保険＞ 

① 居宅介護支援事業所  

② 特定施設入居者生活介護に係る居宅サービス事業者 

③ 小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生

活介護及び地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る地域密着型サービス

事業者  

④ 介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設  

⑤ 介護予防特定施設入居者生活介護に係る介護予防サービス事業者  

⑥ 介護予防小規模多機能型居宅介護及び介護予防認知症対応型共同生活介護に係る地

域密着型介護予防サービス事業者  

⑦ 介護予防支援事業者  

⑧ 地域包括支援センター  

⑨看護小規模多機能型居宅介護に係る地域密着型サービス事業者 

⑩ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護に係る地域密着型サービス事業者 

 

＜介護保険外＞ 

在宅医療・介護連携支援センター 

 



 

 

 

※２「研修実施機関が提示するテーマ」について 

  提出事例のテーマは、次の７つのいずれかに該当すること。 

  １つの事例が２つ以上のテーマに該当しても差し支えありません。 

  （例：１事例に「認知症に関する事例」と「家族への支援の視点が必要な事例」が含まれる。） 

  

１、リハビリテーション及び福祉用具の活用に関する事例 

   ２、看取り等における看護サービス活用に関する事例 

３、認知症に関する事例 

４、入退院時等における医療との連携に関する事例 

５、家族への支援の視点が必要な事例 

６、社会資源の活用に向けた関係機関との連携に関する事例 

７、状況に応じた多様なサービス（地域密着型サービス、施設サービス等）の活用に 

   関する事例 

 

 

 

※３「指導実践事例を提出」について 

受講決定後に提出する指導実践事例提出様式については、平成２８年度に使用したものが 

ホームページに掲載されていますので、参考にご覧ください。 

平成２９年度に使用する様式は改めて掲載いたします。 

提出課題は他者に相談せず、ご自身で作成してください。 

実務研修実習指導は、指導事例には該当しません。 

 

 


